
1．はじめに
金融商品会計については、企業会計基準委員会よ

り、平成19年8月に国際会計基準審議会と共同で
公表された「東京合意」（会計基準のコンバージェ
ンスの加速化に向けた取組みへの合意）を契機とし
て、平成21年5月29日に「金融商品会計の見直し
に関する論点の整理」が公表され、その後、平成
22年8月16日に「金融商品会計基準（金融資産の
分類及び測定）の見直しに関する検討状況の整理」、
平成23年2月25日に「金融商品会計基準（金融負
債の分類及び測定）の見直しに関する検討状況の整
理」が公表されている。一方、国際会計基準審議会
では、当初の予定から大幅に遅れながらも、国際会
計基準第39号「認識及び測定」を置き換えるプロ
ジェクトが進行し、平成26年7月に国際財務報告
基準第9号「金融商品」が完成している。しかし、
現在に至っても、我が国の金融商品会計基準を抜本
的に見直す動きはない。

このような状況下、我が国においては、現行の金
融商品会計基準が当面適用され続けることを前提と
して、特に誤解されやすい事項、あるいは議論にな
りやすい事項について、不定期連載にて、解説又は
問題提起を試みたい。

なお、文中の意見にわたる部分は、筆者の私見で
あり、有限責任監査法人トーマツの見解ではないこ
とをあらかじめお断りしておく。

本稿では、会計基準等を以下のように略称する。
金融商品会計基準：

企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基
準」（平成11年1月22日　企業会計審議会　最終
改正　平成20年3月10日　企業会計基準委員会）
金融商品実務指針：

会計制度委員会報告第14号「金融商品会計に関
する実務指針」（平成12年1月31日　最終改正　
平成23年3月29日　日本公認会計士協会）

2．�金融商品会計基準における金融資
産及び金融負債の分類の特徴

金融商品会計基準では、債権、有価証券、金銭の
信託、デリバティブ、金銭債務といった金融商品の

種類ごとに会計処理を定めており、金融商品実務指
針において、さらに詳細な種類ごとに会計処理が示
されている。特に、デリバティブ取引により生じる
正味の債権及び債務は、時価をもって貸借対照表価
額とし、評価差額は、原則として、当期の損益とし
て処理することとされており（金融商品会計基準第
25項）、有価証券については、保有目的等の観点か
ら、売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会
社株式及び関連会社株式、その他有価証券の4つの
分類に従い、それぞれ貸借対照表価額及び評価差額
等の処理方法が定められている（金融商品会計基準
第15項から第23項参照）。したがって、金融商品
会計基準におけるデリバティブ及び有価証券の範囲
は重要である。

以下では、デリバティブ及び有価証券の範囲につ
いて取り上げ、さらに、形式及び実態により、有価
証券として取り扱われる場合もあれば、有価証券と
して取り扱われない場合もある信託受益権について
取り上げる。

3．デリバティブの範囲
金融商品会計基準では、デリバティブを商品名の

列挙によって示している（金融商品会計基準第4項）
が、企業会計上、デリバティブとして取り扱われる
かどうかは、契約の名称によるのではなく、金融商
品実務指針第6項に示されている特徴のすべてを有
する金融商品であるか否かによって決定される。そ
の特徴とは、次の3つである。

（1）その権利義務の価値が、特定の数値の変化に
反応して変化する①基礎数値を有し、かつ、②想
定元本か固定若しくは決定可能な決済金額のいず
れか又は想定元本と決済金額の両方を有する契約
である。

（2）当初純投資が不要であるか、又は市況の変動
に類似の反応を示すその他の契約と比べ当初純投
資をほとんど必要としない。

（3）その契約条項により純額（差金）決済を要求
若しくは容認し、契約外の手段で純額決済が容易
にでき、又は資産の引渡しを定めていてもその受
取人を純額決済と実質的に異ならない状態に置
く。
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このうち、（3）について、「契約条項により純額
（差金）決済を要求若しくは容認している」又は「契
約外の手段で純額決済が容易にできる」という状況
は容易に想像できる。しかし、「資産の引渡しを定
めていてもその受取人を純額決済と実質的に異なら
ない状態に置く」という表現は難解である。

資産の受渡しを定めているということは、契約上
の金銭の授受が総額で行われるということであるこ
とから、「純額決済」という形式が求められている
わけではないことは明らかである。この点について、
金融商品実務指針第218項には、「金融資産又は現
物商品を受け渡す場合であっても、当該金融資産又
は現物商品に活発な市場があるため当該市場から購
入又は売却することにより引渡人及び受取人を純額
決済と実質的に異ならない状態に置くものもある。」
と記載されている。すなわち、ある商品（デリバテ
ィブの基礎商品）を将来の一定期日に売却する契約
を締結した場合、当該商品に活発な市場があれば、
同一期日に当該商品を購入することは容易であり、
そうすることにより、形式的に2つの取引をそれぞ
れ総額で決済するとしても、実質的な決済金額は純
額となる。また、当該商品そのものの活発な市場が
ないとしても、当該商品の時価を算定するための基
礎数値を市場から入手することができれば、第三者
との間で反対売買を行うことは容易である。したが
って、「資産の引渡しを定めていてもその受取人を
純額決済と実質的に異ならない状態に置く」は、基
礎数値を市場から入手することができると言い換え
てもよい。為替予約や通貨スワップはその典型であ
る。金融商品実務指針第104項において、取引慣
行が成熟していないため内容が定まっていない一部
のクレジット・デリバティブ、ウェザー・デリバテ
ィブ等で公正な評価額を算定することが極めて困難
と認められるデリバティブ取引については、取得価
額をもって貸借対照表価額とすることとされている
が、これらは、企業会計上、デリバティブには該当
しないことになる。しかし、基礎数値の入手可能性
は、企業により、また、状況により異なると考えら
れ、例えば、トレーディング目的のクレジット・デ
リバティブは、企業会計上もデリバティブとして扱
うことになることに留意が必要である。

上記の考え方によれば、現物商品の先渡契約で、
当該現物商品に活発な市場がある場合、当該先渡契
約は、デリバティブの特徴を有することになる。し
かし、トレーディング目的以外の将来予測される仕
入、売上又は消費を目的として行われる取引で、当
初から現物を受け渡すことが明らかなものは除外さ
れる。この場合、取引の当初から文書化して当該取
引部門の責任者の承認を受けていることが必要であ
る（金融商品実務指針第20項）。

4．有価証券の範囲
金融商品会計基準における「有価証券」とは、原

則として、金融商品取引法に定義する有価証券（第
2条第1項における有価証券及び同第2項における
有価証券とみなすもの）となる。ただし、例外があ
る（金融商品会計基準第53項）。

金融商品取引法においては有価証券に該当しない
ものの、これに類似するもので活発な市場があるも
のは、有価証券として取り扱われる（例えば、国内
CD）（金融商品実務指針第8項）。

また、金融商品取引法においては有価証券に該当
するものの、その構成物等に応じて適切な会計処理
が異なり、一律に有価証券として取り扱うことが適
当でないと考えられる信託受益権（金融商品取引法
第2条第2項第1号及び第2号に該当するもの）は、
有価証券として取り扱われない（金融商品実務指針
第8項）。信託受益権については追って5．で述べる。

金融商品会計基準における有価証券に関する規定
は、上記の例外を除き、金融商品取引法に定義する
有価証券に対して適用することになることから、実
務上、いくつか疑問が生じる金融商品が存在する。
例えば、以下のようなものである。

まず、金融商品取引法に定義する有価証券に該当
しない出資金である。これは、貸借対照表において、
金融商品取引法に定義する有価証券に該当する出資
金（株式等）と区分して表示されるものである（財
務諸表等規則第32条）が、金融商品会計基準及び
金融商品実務指針には、会計処理を定めた規定が存
在しない。金融商品取引法施行（平成19年9月30
日）前においては、例えば、持分会社の社員権がこ
れに該当した。現在は持分会社の社員権も金融商品
取引法上の有価証券となったため、重要なものはな
いと思われる。いずれにしても、会計処理について
は、実務上、契約上の権利が株式と同様の性格を持
つものであれば、株式に関する会計処理を適用する
こととなると考えられる。ただし、貸借対照表への
表示上は、有価証券とは区分する必要があり、金融
商品取引法第2条から明らかでないものについて
は、当該金融商品の契約上の権利を条文に照らした
法令解釈を要することとなる。

次に、新株予約権である。新株予約権は、株式を
基礎商品とするコール・オプションであり、基礎商
品となる株式が市場で売買されている場合は、デリ
バティブの特徴をすべて有する。しかし、金融商品
取引法に定義する有価証券であるため、基礎商品と
なる株式に市場価格があるか否かに関わらず、有価
証券の会計処理が適用されることとなる（企業会計
基準適用指針第17号「払込資本を増加させる可能
性のある部分を含む複合金融商品に関する会計処
理」（平成19年4月25日　最終改正　平成20年12
月26日　企業会計基準委員会）第7項から第10項
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参照）。
この点から、有価証券として取り扱うことが適当

でないと考えられるものについても、金融商品取引
法に定義する有価証券の形式が整っていることをも
って、形式的に有価証券の会計処理が適用されるこ
とになるおそれがある。

もっとも、企業会計基準適用指針第12号「その
他の複合金融商品（払込資本を増加させる可能性の
ある部分を含まない複合金融商品）に関する会計処
理」（平成18年3月30日　最終改正　平成20年3
月10日　企業会計基準委員会）は、金融商品取引
法に定義する有価証券であっても適用されると解さ
れている。そのため、懸念があるとすれば、上記適
用指針によるだけでは、契約内容を財務諸表に適正
に表すことができない可能性があるもの、例えば、
デリバティブ単独、又は、金融商品以外のものが金
融商品取引法に定義する有価証券の形式を整えてい
る場合である。

最後に、任意組合、匿名組合、パートナーシップ、
リミテッド・パートナーシップ等（以下「組合等」
という。）への出資である。これらは、一定のもの
を除き、金融商品取引法第2条第2項により有価証
券とみなされる（同項第5号及び第6号参照）。その
ようなものは金融商品会計基準からは有価証券に関
する会計処理が適用されるように読めるが、金融商
品実務指針第132項が優先適用される。そうであ
れば、金融商品取引法第2条第2項第1号及び第2号

に該当する信託受益権のように、企業会計上、有価
証券として扱わないとした方が首尾一貫しているよ
うに思われる。

5．信託受益権
（1）信託受益権の会計処理の類型

信託に関する企業会計上の取扱いを整理し明らか
にしたものとして、実務対応報告第23号「信託の
会計処理に関する実務上の取扱い」（平成19年8月
2日　企業会計基準委員会）（以下「実務対応報告
第23号」という。）がある。そこでは、自ら保有す
る資産の譲渡対価として取得した結果として譲渡し
た資産の消滅を認識しない場合を含め、金銭の信託
か金銭以外の信託か、委託者兼当初受益者が単数か
複数かに分けて記載されている。

実務対応報告第23号のうち、信託受益権の会計
処理を整理すると、自ら保有する資産の譲渡対価と
して取得し、譲渡した資産を継続して所有している
かのように会計処理する場合と、それ以外の場合に
大きく分けられ、後者の会計処理は以下の3つに分
けられる（図表参照）。
⃝有価証券としての会計処理
⃝信託財産を直接保有する場合と同様の会計処理
（純額法）

⃝信託財産を直接保有する場合と同様の会計処理
（総額法）

図表：�信託受益権の会計処理（自ら保有する資産を譲渡する対価として取得し、譲渡した資産を継続して所有してい
るかのように会計処理する場合を除く）

信託の種類 委託者兼
当初受益者 区分の規準 会計処理 実務対応報告第23号

記載箇所
金銭の信託 単数 信託財産が事業

又は
信託財産構成物として子会社株式
を保有している

総額法（注1） Q5のA3
脚注17

上記以外（原則） 純額法 Q1のA
複数 － 有価証券 Q2のA

金銭以外の信託 単数 受益権が質的に異なるものに分割
されており、かつ、受益者が複数
又は
受益者が多数（多数になると想定
されるものを含む）

有価証券（注2） Q3のA3（2）
Q3のA4（2）
Q5のA1（2）

上記以外（原則） 総額法（注1） Q3のA3（1）
Q3のA4（1）
Q5のA1（1）

複数 受益権が各委託者兼当初受益者か
らの財産に対応する経済的効果を
実質的に反映し、かつ、売却後の
受益者が多数とはならない

総額法（注1） Q4のA2（1）
Q5のA2

上記以外 有価証券 Q4のA2（2）
Q5のA2

（注1）重要性に乏しい場合は、純額法によることができる。
（注2）信託財産が金銭債権のみである場合は、金銭債権として会計処理することも考えられる。
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（2）金融商品取引法上の有価証券との関係
金融商品会計基準第53項及び金融商品実務指針

第58項においては、金融商品取引法に定義する有
価証券であっても、企業会計上、有価証券として取
り扱うことが適当であるとは認められないものにつ
いては、有価証券として取り扱わないこととされて
いる。金融商品実務指針第58項において、信託受
益権がこれに該当するとされているが、それは、金
融商品取引法第2条第2項第1号及び第2号に該当
するものに限られる。信託受益権には、金融商品取
引法第2条第2項第1号及び第2号に該当するもの
以外にも金融商品取引法に定義する有価証券に該当
するものがある。国内法に基づいて発行されるもの
では、以下のものが挙げられる。
⃝投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年

法律第198号）に規定する投資信託又は外国投
資信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項
第10号）

⃝貸付信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1
項第12号）

⃝資産の流動化に関する法律に規定する特定目的信
託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第13
号）

⃝信託法（平成18年法律第108号）に規定する受
益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第2
条第1項第14号）
これらに該当する信託受益権は、実務対応報告第

23号に従っても、結論としては、自ら保有する資
産の譲渡対価として取得し、譲渡した資産の消滅を
認識しない場合（（3）参照）を除き、有価証券と
して会計処理することとなる。

（3）自ら保有する資産の譲渡対価として取
得する場合

自ら保有する資産を譲渡する対価として取得する
場合は、金融商品取引法第2条第2項第1号及び第
2号に該当するか否かに関わらず、譲渡した資産を
継続して保有しているかのように会計処理しなけれ
ばならないことがある。それは、譲渡した資産の消
滅を認識しない場合又は一部のみ消滅を認識する場
合（継続保有する信託受益権を譲渡資産の「残存部
分」として扱う場合）であり、譲渡した資産の消滅
を認識するか否かは、金融資産であれば、金融商品
会計基準及び金融商品実務指針、不動産であれば、
会計制度委員会報告第15号「特別目的会社を活用
した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関す
る実務指針」（平成12年7月31日　日本公認会計
士協会）に従って判断することになる。また、委託
者兼当初受益者が複数である金銭以外の信託を設定
した場合には、当該信託について支配することも重
要な影響を及ぼすこともないかどうかにより判断す
る（実務対応報告第23号Q4のA1参照）。

（4）信託財産を直接保有する場合と同様の
会計処理

信託財産を直接保有する場合と同様の会計処理を
行うに当たっては、一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠する必要があると考えられる。
信託法第13条において、「信託の会計は、一般に公
正妥当と認められる会計の慣行に従うものする。」
とされているが、必ずしも、受託者が一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に準拠するとは限ら
ない（実務対応報告第23号Q8のA参照）。

金融商品会計基準等には、金銭の信託（合同運用
を除く。）について、信託財産を直接保有する場合
と同様の会計処理（純額法）を行うに当たり、信託
財産構成物である金融資産及び金融負債に金融商品
会計基準及び金融商品実務指針に従った評価額を付
す旨の記載がある（金融商品会計基準第24項、実
務対応報告第23号Q1のA及び金融商品実務指針第
98項）。このように、金融資産及び金融負債につい
てのみ記載されているのは、金融商品会計基準にお
ける規定であるためであり、金融資産又は金融負債
以外の信託財産構成物についても、また、評価以外
に関する事項についても、一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して会計処理を行う必要
があると考えられる。また、その際、適用する会計
方針は、原則として、信託受益権を保有する企業が
採用する会計方針と統一すべきであろう。

なお、純額法か総額法かを問わず、信託受益権を
保有する企業と当該信託との間の取引は内部取引と
して消去される（実務対応報告第23号Q5のA3）
ことに留意する必要がある。

（5）純額法と総額法
金融商品会計基準において、「当該信託財産の構

成物である金融資産及び金融負債について、本会計
基準により付されるべき評価額を合計した額をもっ
て貸借対照表価額とし」（金融商品会計基準第24
項）、金融商品実務指針において、「信託財産構成物
は、本報告に従って評価及び会計処理を行ったとし
た場合の評価額を付し、それらの合計額をもって信
託契約に係る貸借対照表価額とする」（金融商品実
務指針第98項）と記載されている方法は、信託財
産構成物である資産から負債を控除した純資産額を
貸借対照表価額とする純額法と解されている。

一方、金融商品実務指針において、「信託財産構
成物を受益者が持分に応じて直接保有するのと同様
の評価を行う」（金融商品実務指針第100項（1））
と記載されている方法は、信託財産のうち持分割合
に相当する部分を受益者の貸借対照表における資産
及び負債として計上し、損益計算書についても同様
に持分割合に応じて処理する総額法である（実務対
応報告第23号Q3のA3（1）及びQ3のA4（1））。

信託財産を直接保有する場合と同様の会計処理を
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行う場合に、純額法によるか、総額法によるかは、
金銭の信託であるか否かによっているが、必ずしも
適正表示の観点からの規準にはなっていない。同様
の論点がある組合等への出資の会計処理を原則とし
て純額法とした（金融商品実務指針第132項）理
由について、金融商品実務指針第308項では、出
資者が単なる資金運用として考えている場合、又は
有限責任の特約が付いている場合など、多くの場合
は純額法が適切であることを理由としている。その
上で、「状況によっては貸借対照表について持分相
当額を純額で、損益計算書については損益項目の持
分相当額を計上する方法も認められると考える」と
している。首尾一貫した会計処理を定め、企業間の

比較可能性を確保するためには、信託受益権、組合
等への出資とも、適正表示の観点から、純額法によ
る場合と総額法による場合の規準を定めるべきであ
ると考える。また、総額法は、連結会計基準におい
ては採用されていない比例連結のような会計処理と
なるため、会計基準設定主体において、連結財務諸
表及び個別財務諸表それぞれの意義、並びに、信託
及び組合等に関する連結範囲決定規準を検討したう
えで、それらと首尾一貫した考え方により、個別財
務諸表における会計処理及び表示方法を決定するこ
とが適当と考える。

以　上
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